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（表紙の写真の説明） 
１：にじゅうまる（佐賀果試 35号） 
 

 佐賀県が誇る農業の振興を図るため、「さが園芸 888 運動」を展開

しています。この運動では、園芸作物を生産・販売し、稼げる農業

を実践する農業者が増え、次世代の担い手の確保につながる「好循

環」を生み出すことを目指しています。 

 また、具体的な目標としては、2017 年時点の本県の園芸農業産出

額 629 億円を、2028 年時点で 888 億円にすることを目指すこととし

ています。 

 農家の方や関係機関の一人ひとりが「志」をもって一丸となり、

「888」の達成を目指します。 



目 次 

 

 

  頁  

１ 果樹農業の振興に関する方針  

（１） 振興に関する基本的な展開方向 １ 

（２） 主な推進事項 ２ 

（３） 推進事項別の具体的な内容 ３ 

２ 果樹の種類別の生産振興方向 １３ 

３ 地域の自然的・経済的条件に応じた果樹園経営の指標等 ２３ 

４ 参考資料  

 「果樹産地構造改革計画」の実現に向けた取組 ３１ 

 佐賀県の果樹の動き ３２ 

 国の果樹農業振興基本方針（令和 2年 4月公表） ３８ 

 果樹農業振興特別措置法 ７１ 

 果樹農業振興特別措置法施行令 ７８ 

 果樹農業振興特別措置法施行規則 ８０ 
 
◇ 本計画書における栽培面積等の数値は、特に断りがない場合は、農林水産省の統計データを 
引用しています。 



 

 

 
 
 

本県の果樹農業は、県央の天山を境に、県南部側の有明海沿岸から多良岳山系へと続く

丘陵地帯において、露地温州みかんや中晩柑を中心とした栽培が行われ、また、県西部の

西松浦半島における丘陵地帯では、なしやぶどう等の落葉果樹、県北西部の玄界灘沿岸に

のびる東松浦半島一帯では、全国トップの栽培面積と生産量を誇るハウスみかんを中心と

した産地が広がっており、自然条件等を生かした特色のある多彩な果樹産地が形成されて

います。 

 

本県の平成 30 年度の果樹産出額は農業全体の約 16％に当たる 203 億円となっており、

本県農業の重要な位置を占めています。 

 

最近の果樹農業を取り巻く情勢をみると、生産面では、老木園の増加、春先の低温や夏

場の高温・長雨等の異常気象の多発、新たな病害虫の発生等により収量や品質が不安定と

なるとともに、資材費等の価格の高騰により経費が増加しており、収益性が低下していま

す。 

販売面では、食味の良い優良品種への転換が進んでいることや、生産者の減少に伴い生

産量が減少していることで需給バランスがとれてきたことなどから、全国的に販売単価が

向上しています。引き続き、国内の大都市圏を中心に販売促進活動に取り組むとともに、

将来、国内市場の一層の収縮が見込まれるため、輸出拡大を見据えた取組が必要となって

います。 

構造面では、生産者の高齢化や後継者不足に加え、担い手の規模拡大が進んでいないこ

とから、耕作放棄地の増加や産地面積の減少が進んでいます。また、少子化等の影響に伴

い、農繁期等に必要な雇用の確保が大変難しくなっています。 

 

このような中、県では、令和元年度から、生産者をはじめＪＡや市町などの関係者と連

携し、「さが園芸 888 運動」に取り組んでおり、この運動では、平成 29 年に 629 億円であ

った園芸産出額を、令和 10 年までに 888 億円とする目標を掲げ、果樹においても、この

目標の達成に向け、より一層の高品質果実生産の拡大、国内外の市場における県産果実の

ブランド力の向上、さらには、担い手への優良農地の集積などの取組を強化しています。 

 

また、各産地では、消費者ニーズに応じた生産の推進や戦略的な生産・販売体制の構築

といった果樹産地の構造改革に向けて、「果樹産地構造改革計画」（以下「産地計画」とい

う。）を策定し、国や県の助成事業を積極的に活用するなどして、この計画の実現に向け

た取組が進められています。 

 

 

（１）振興に関する基本的な展開方向 

１ 果樹農業の振興に関する方針 
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今後は、「産地計画」の見直しを図りつつ、果樹産地の構造改革を一層進めるとともに、

生産者はもとより、幅広い関係機関・団体の連携のもと、県内各産地が持つ特性や長年に

わたり蓄積されてきた高度な技術等を最大限に生かしながら、 
 
      稼げる農業経営体の創出 

      次世代の担い手の確保・育成 
 
など、「好循環」を生み出す果樹産地の確立に向けた取組をさらに深化させ、生産者にと

っても、また消費者にとっても、魅力のある佐賀県果樹農業の確立を目指すものとします。 

 
 
 

  基本的な展開方向ごとの主な推進事項は次のとおりです。 

基本的な展開方向 主な推進事項 

稼げる農業経営体
の創出 

（１）マーケットインによる競争力のある農産物づくり 
 ・高品質果実生産技術の導入推進 
 ・優良品種の導入や収益性の高い品目への転換の推進 
 ・省エネ対策の徹底など低コスト化の推進 
 ・省力機械、技術の導入や小規模基盤整備等による省力化の推進 
 ・気候変動への対応に向けた取組強化 
（２）スマート農業の推進や新品種、新技術の開発・普及 
 ・消費者ニーズに即した本県独自品種の開発・普及 
 ・AI や IoT を活用した大幅な省力化技術や飛躍的な収量・ 
品質の向上を実現する統合環境制御技術の確立 

（３）安全、安心な農産物の生産システムの推進 
（４）県産農産物のブランド力の向上と販路の拡大 
 ・県産果実のブランド力の向上等による有利販売の推進 
 ・国内外への販路拡大 
 ・多彩な消費拡大対策の展開 
（５）労働力不足に対応するための仕組みづくり 
（６）農業生産基盤の整備 
 ・果樹園地の基盤整備の促進 
 ・耕作条件放棄地の利用に向けた取組推進 
 ・鳥獣被害防止対策の取組推進 
 ・集出荷施設の再編・統合による流通の効率化の推進 

次世代の担い手の
確保・育成 

（１）意欲のある新規就農者の確保 
（２）経営力のある担い手の育成や女性農業者の経営参画推進 
（３）優良農地の確保・集約 

（２）主な推進事項 
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 稼げる農業経営体の創出  

消費者ニーズの高度化や多様化が進む中、果実品質や特徴による価格の二極化が進んで

います。また、園地の高樹齢化に伴う収量の減少、肥料や重油価格等の資材費の高騰、高

温・干ばつや集中豪雨等の異常気象による品質の低下などにより、収益性が減少傾向にあ

ります。また、高齢化や後継者不足が深刻となっており、栽培面積も長期的に減少が続い

ています。 

 そこで、高品質果実の生産技術の導入、消費者ニーズに即した品種への改植、省エ

ネ・省コスト対策の徹底等により、収益性の高い果実生産を推進していくとともに、園

地基盤整備なども推進していきます。 

 

（１）マーケットインによる競争力のある農産物づくり 

１）高品質果実生産技術の導入推進                         

果実は依然として「嗜好品」としての位置づけが強く、特に近年では、高糖度な果実に

注目が集まるとともに、品質による価格の二極化が進んでいます。 

そこで、高品質な果実生産が可能となる根域制限栽培や、「露地温州みかん」の巻き上

げマルチ栽培や隔年交互結実栽培等の生産技術の更なる導入推進を図るとともに、これら

の技術が面的に導入されるように団地化を推進します。 

また、光センサー式選果機の選果データや栽培履歴を翌年の栽培に生かすための指導体

制を構築し、消費者に満足していただける高品質果実の生産・供給を目指します。 

 

２）優良品種の導入や収益性の高い品目への転換の推進                  

消費者ニーズの変化により、「糖度が高い」、「食べやすい」、「機能性が優れている」な

どの特長を持つ果実に対する需要が高まっています。 

このような中、本県果樹の柱である「露地温州みかん」では、品質が安定せず、他の落

葉果樹と競合する極早生品種の改植に引き続き取り組む必要があります。 

加えて、乱立の様相を呈している中晩柑類については、品種の種類をある程度絞り込み、 

併せて出荷量の確保と果実の高品質化を図って行くことが重要となっています。 

「なし」については、老木園の増加等により、土壌病害の発生や生産性の低下が顕著と

なっており、園地の若返りが急務となっています。 

また、加工に適した香酸かんきつ類や、機能性成分を多く含むような品目等に対する需

要の増加も期待されています。 

こうしたことから、消費者・市場が求める果実品質や安定多収生産が見込めるような、

「にじゅうまる（佐賀果試３５号）」や「シャインマスカット」等の優良品種の導入もも

等の収益性の高い品目への転換を推進していきます。 
 

（３）推進事項別の具体的な内容 
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３）省エネ対策の徹底など低コスト化の推進                     

近年の資材価格の高騰等により収益性が低下しています。特にハウスみかんでは燃油価

格の変動により収益性が左右されています。そこで、施設栽培における加温用Ａ重油使用

量の低減に寄与するヒートポンプ等の省エネ化装置等の導入や省エネ栽培指導の徹底、農

業機械・栽培施設等の効率的利用、栽培品種・品目・作型の変更等による低コスト化を図

ります。 

 

４）省力機械、技術の導入や小規模基盤整備等による省力化の推進           

個々の生産者が経営規模の拡大により収益性を向上させるためには、単位面積あたりの

労働時間の削減や、雇用導入のための生産技術の簡易化が必要になります。 

そこで、「露地温州みかん」の根域制限栽培、わい性台木栽培、隔年交互結実栽培、な

しのジョイント仕立て栽培等といった生産技術の普及拡大、SS(スピードスプレヤー)やマ

ルチの巻き上げ装置等の省力化機械の導入を進めることで、栽培の省力化や簡易化を図り

ます。 

また、近年注目されているアシストスーツやドローンの活用についても検討をしていき

ます。 

さらには、傾斜地果樹園において作業環境を改善するための生産基盤の整備を行うこと

は、防除・運搬等の軽作業化や省力化に加えて、急傾斜における転倒等の農作業事故の発

生を未然に防ぐ上で極めて重要であることから、乗用防除機や作業用トラックなどの乗り

入れができるような園内道整備や、園地の傾斜緩和等を推進します。 

 

５）気象変動への対応に向けた取組強化                       

近年、地球温暖化等の影響と考えられる高温・干ばつや集中豪雨等の異常気象が頻発し、

農家経営にも深刻な被害をもたらす状況となっています。 

こうした気象変動に対応するため、品目・品種構成の見直しを行うとともに、潅水・防

霜施設等の整備や施設化を推進します。 

また、高温・干ばつ等の異常気象に対応した高品質・安定生産技術等の開発や導入を図

るとともに、指導体制の強化や、自然条件に適した新たな品目の導入に向けた試験研究な

どの取組を進めます。 

さらには、経営安定を図るため、果樹共済や収入保険制度といったセーフティネットへ

の加入を一層推進していきます。 
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＜埋め込み式根域制限栽培＞         ＜なしのジョイント仕立て＞ 

 

（２）スマート農業の推進や新品種、新技術の開発・普及 

１）消費者ニーズに即した本県独自品種の開発・普及                 

より良食味な果実を求める消費者ニーズに応えるために、品質が安定しない極早生に加

え、早生・普通みかんや中晩柑においても新品種の開発が必要となっています。 

また、近年、地球温暖化の影響により、温州みかんにおいて日焼けや浮皮などが発生し、

正品率の低下を招いていることから、温暖化に対応した品種の開発が求められています。 

そこで、これらのニーズに対応するため、安定的に高品質果実生産が可能な露地みかん

や中晩柑の新品種の開発を行うとともに、「にじゅうまる (佐賀果試３５号)」等の優良品

種の普及を進めていきます。 

 

２）AI や IoT を活用した大幅な省力化技術や飛躍的な収量・品質の向上を実現する統合型

環境制御技術の確立 

 日本では高齢化の進行が著しく、特に農業分野は深刻で、農業経営体の半数以上が６５

歳以上という状況となっています。果樹農業においても同様に、高齢化や後継者不足によ

る生産者の減少が深刻となっています。 

このように将来的に労働力が限られることが想定される中での産地の維持・発展を見据

え、栽培の省力化や簡易化につながるドローンや自動走行 SS（スピードスプレイヤー）に

よる農薬散布技術、画像を用いた病害虫診断等の AI・IoT 技術を検証します。 

また、施設野菜において、光合成に必要な温度、湿度、日射量、二酸化炭素などの環境

因子をリアルタイムで計測するとともに、光合成に最適な環境に調整することで、収量や

品質を向上させる「統合環境制御技術」が広がっています。 

そこで、施設果樹においても、これら光合成に必要な環境因子が果実の収量や品質に与

える影響を調査するとともに、高収量・高品質を実現する統合環境制御技術を確立します。 
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  ＜ドローンを使った薬剤散布の様子＞   ＜「統合環境制御」に用いる制御盤＞ 
 
（３）安全、安心な農産物の生産システムの推進                    

アレルギーの増加や、食に関する事故の発生などから、食の安全・安心に対する消費者

の関心は年々高まっています。 

そのため、果樹農業においても、土づくりを基本に化学肥料・化学合成農薬の使用を極

力減らした特別栽培農産物、エコ農産物、使用しない有機農産物の生産や、天敵の利用な

どを組み合わせた総合的病害虫管理（ＩＰＭ）などを進めていきます。また、生産段階に

おける危害防止対策などを定めて安全性を確保する取組である、農業生産工程管理手法

（ＧＡＰ）の導入推進を図ります。 

 
（４）県産農産物のブランド力の向上と販路の拡大                    

１）県産果実のブランド力の向上等による有利販売の推進                    

①おいしさ等品質重視の出荷体制の強化 

市場取引において安定した価格を確保するには、おいしさや鮮度等の優れた品質の高い

果実を計画に基づき安定的に出荷することが必要となります。 

そのため、優良品目・品種の導入や高品質果実生産の栽培管理基準等を遵守するための

指定園地制度の実施など、生産段階での取り組みの徹底はもとより、栽培管理状況に応じ

た区分荷受けや、自家選別の確実な実施と選果基準の徹底を図ることで、おいしさ等の品

質を重視した出荷体制の一層の強化を進めていきます。 

また、光センサー式選果機の選果段階で得られた品質データを活用することで品質保証

の取組の強化を行います。 

さらに、同選果機で得られた品質データを生産者へフィードバックすることで、栽培管

理の改善に活かす取組を推進し、高品質果実の生産・出荷を促進することとします。 

 

②市場の集約等による有利販売の推進 

生産者の高齢化や担い手不足により栽培面積が減少していることから、果実の出荷量が

減少しています。今後、市場での県産果実の占有率を高め、有利販売を行っていくため、

市場の集約や各産地の「連携」により市場への安定出荷を実現していきます。 
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③中晩柑の新品種「にじゅうまる（佐賀果試３５号）」のブランド化の推進 

  佐賀県が２０年以上かけて開発した中晩柑の新品種「にじゅうまる（佐賀果試３５号）」

は、果実が大玉であること、糖と酸のバランスが良く、ジューシーであるなど食味が良い

こと、さらには貯蔵性が良いことなど優れた特徴を持っています。 

  これらの特徴を有した果実を安定して市場へ供給するとともに、その品質の高さを的確

に表しながら、認知度向上対策と販売促進対策を実施します。 

  これらの取組により、大都市圏の高級果実専門店や百貨店などでの継続した販売を実現

することで、「にじゅうまる（佐賀果試３５号）」を佐賀県を代表するブランドとしていき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<光センサー式選果機を備えた選果施設>  ＜「にじゅうまる(佐賀果試３５号）」＞ 
 

２）国内外への販路拡大                             

①大都市圏での販売促進や多様な販路の開拓 

大消費地である大都市圏での販売促進を図るため、キャラクターを活用した認知度の向

上や、各種メディア等を活用した情報発信の強化、食品メーカーとコラボレーションした

商品開発、ＪＡ等関係団体や量販店と連携した販売促進活動などに取り組みます。 

また、市場流通を基本としながらも、産地と小売業者との直接取引やコンビニエンスス

トアにおける販売、商品の通信・カタログ販売、インターネットによる販売や消費者への

直接販売、さらには「ふるさと納税」制度の活用といった多様な販路の開拓を進めます。 

 

②アジア各国を中心とした海外市場への販路拡大 

少子高齢化の進行や人口減少等を背景に、国内市場は縮小傾向にある中で、近年、経済

発展が著しい香港やシンガポールなどアジア各国を中心とした海外市場は、将来、有望な

市場になることが考えられます。 

このため、引き続き、県や JA などで組織する「佐賀県農林水産物等輸出促進協議会」

による海外でのプロモーション活動を実施しながら販売先を確保するとともに、輸出向け

果実の試験栽培や輸送技術の検証などにも取り組み、海外市場での販路拡大にも挑みます。 
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３）多彩な消費拡大対策の展開                            

①「毎日くだもの２００グラム運動」の一層の展開 

これまで、全国的な果物消費拡大運動である「毎日くだもの 200ｇ運動」が展開されて

きたものの、果実摂取量は減少傾向にあり、特に 20～40 歳代を中心に摂取量が少なくな

っています。そこで、働き盛り世代での消費拡大を図るため、「デスク de みかん」「デス

ク de くだもの」等の消費拡大運動を推進していきます。 

また、糖尿病などの生活習慣病の増加に伴い、果物が持つ機能性成分に注目が集まって

いることから、「機能性食品表示」制度による健康増進効果の PR などにより、消費拡大運

動の一層の展開を図ります。 

 

②地産地消や食育の取組等による消費拡大の推進 

人口減少により国内の果物の消費量が減少していくことが予測されている中、これまで

スーパーマーケット等のインショップや飲食店、農産物直売所や道の駅などでの取組によ

り「地産地消」が定着しています。 

今後、さらなる「地産地消」の取組を拡大させるため、今までの取組に加え、果実の機

能性を生かした病院食としての提供や、果物を食べる食生活習慣を根付かせるための学校

給食での提供についても検討をしていきます。 

 

③消費者ニーズを踏まえた果実加工の取組推進 

生鮮果実の購入数量が減少する一方で、買いやすさや食べやすさからジュースやカット

フルーツなどの加工品の購入数量が増加しています。しかし、青果の出荷基準に満たない

「すそ物」の加工では、安価な輸入品に太刀打ちできず、果実加工の取組が広がっていま

せん。 

そこで、食味が優れた果実によるストレートジュースやカットフルーツなど付加価値の

高い加工品の創出に努めます。 

 

④観光農園による都市住民との交流 

佐賀県内と福岡都市圏を結ぶ幹線道路が整備されたことによりアクセス時間が短縮され、

消費者にとって県内果樹産地がより身近になっています。 

そこで、ブルーベリー農園やライチ農園などの観光農園を推進するとともに、県内の風

光明媚な景観や吉野ケ里公園など歴史的観光資源を活用し、都市住民との交流及び県外観

光客の誘致に努めます。 
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<果実加工品>           <観光農園における果実の収穫体験> 

 

（５）労働力不足に対応するための仕組みづくり 

果樹では収穫作業や落葉果樹の授粉作業などを中心に季節雇用が必要とされますが、近

年の生産人口の減少や、剪定作業など高度な技術を要することなどから、その雇用確保が

難しくなりつつあります。 

また、担い手の規模拡大には、園地の改植作業や未収益期間の管理作業などが阻害要因

となっています。 

そこで、担い手の経営発展を支援するため、外国人材を含む労働力の確保や労働力を調

整する仕組みづくりを推進します。 

 

（６）農業生産基盤の整備 

１）果樹園地の基盤整備の促進                            

生産者の高齢化や後継者不足、耕作放棄園の増加などが続く中で、果樹産地の持続的な

発展につなげていくため、優良園地の面的な確保が可能となる大規模基盤整備を推進しま

す。 

加えて、機械化等による作業環境の改善や省力・低コスト化、露地みかんのマルチの巻

き上げ装置の普及拡大を図るため、小規模基盤整備による園地の傾斜緩和や園内道の整備

等を推進します。 

  

２）耕作放棄地の利用に向けた取組推進                     

耕作放棄地の中には、比較的条件が良いにもかかわらず耕作放棄地化した園地も存在し

ます。そのような園地については、国の事業などを活用して再生するとともに、周囲の担

い手へ集積していきます。 

また、比較的生産労力の少ない香酸かんきつ等の導入を検討するなどして、樹園地の維

持を図ります。 
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３）鳥獣被害防止対策の取組推進                          

農村地域に耕作放棄地が増え、野生鳥獣の餌場や隠れ場所となっていることや、果樹農

地の多くが中山間地域に分布していることなどから、イノシシ等による鳥獣被害が深刻化

しています。 

このため、関係機関や農業者等との連携を基本に、野生鳥獣の餌場や隠れ場所となる放

任果樹園の伐採などの「棲み分け対策」や、狩猟や捕獲等により野生鳥獣が増えすぎない

ようにする「捕獲対策」、集落や生産組合を単位としたワイヤーメッシュ防護柵等を整備

する「防除対策」について総合的に取り組むことにより、鳥獣被害の軽減を図ります。 

 

４）集出荷施設の再編・統合による流通の効率化の推進                  

担い手の減少や高齢化、生産量の減少等に伴って、今後は利用率が低下するなど集出荷

施設の運営体制等に支障が出てくることが懸念されます。そこで、利用体制の見直しや選

果施設の再編整備等による流通コストの低減や集出荷の効率化等に向けた取組を推進しま

す。 

また、極早生みかんの改植による普通みかんの増加が見込まれることから、有利販売を

行うための共同貯蔵施設の整備を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<果樹園地の基盤整備の様子>      <みかん園でのワイヤーメッシュ柵整備>  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<露地みかんの貯蔵の様子>        <佐賀果試３５号（にじゅうまる）の貯蔵の様子>  
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 次世代の担い手の確保・育成  

果樹生産者の高齢化や後継者不足により、果樹産地は縮小傾向にあります。今後産地を維

持していくため、今後の果樹産地を担っていく“意欲”がある担い手に対する集中支援によ

り収益性が高い超大規模果樹経営体を育成するとともに、新たな果樹生産者を増やす取組を

強化していきます。 

また、こうした経営体の規模拡大等による経営発展を支援するための仕組みや、新たな果

樹生産者の受け皿となる大規模園芸団地を整備・運営する仕組みをつくることにより、産地

の維持・発展に努めます。 

 

（１）意欲ある新規就農者の確保 

果樹農業の担い手が大幅に減少してきている中、果樹産地の維持のためにはＵ・Ｉター

ン就農の支援に加え、他品目からの転換者や農業への新規参入者などの新たに果樹栽培に

取り組む者の確保を図る必要があります。 

しかし、果樹は栽培技術が高度であるため短期間での技術習得が困難であることや、未

収益期間があるため十分な所得確保までに長期間かかることから、他品目と比較して新規

参入者が少ない傾向にあります。 

そこで、果樹の栽培技術を習得するための「トレーニングファーム」や、就農予定地を

備えた露地みかんの根域制限栽培やなしのジョイント仕立て栽培等の大規模園芸団地の整

備を推進し、Ｕ・Ｉターンでの就農希望者や定年退職者などが、就農しやすい環境づくり

を促進します。 

 

（２）経営力のある担い手の育成や女性農業者の経営参画推進 

露地みかんの根域制限栽培やなしのジョイント仕立て栽培などの省力・高品質技術の導

入や園地基盤整備、担い手への園地の利用集積による経営拡大を図りながら、複数品種・

品目の組合せによる経営の安定化を進めるとともに、規模拡大に伴い不足する労働力の支

援体制を構築することで、果樹経営を主体とする超大規模経営農家の育成を図ります。 

  また、女性農業者の技術・知識習得等の経営力の向上や、地域内外での女性農業者のネ

ットワークの構築を支援し、女性農業者の積極的な経営参画を推進します。 

 

（３）優良農地の確保・集積 

農家の高齢化や後継者不足により果樹生産者が減少する中で果樹産地を維持していくた

めに、園地条件等により園地の仕分けを行う「ゾーニング」を行った上で、優良園地につ

いては意欲ある担い手や新たな生産者への集積を進めていきます。なお、園地流動化につ

いては、農地中間管理事業の積極的な活用に努めます。 

また、条件が悪く、生産の継続が困難な園地については、非農用地化に取り組む一方で、

作業性が高い水田での根域制限栽培への移行を推進することにより果樹産地の維持を図っ

ていきます。 
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    ＜根域制限栽培団地＞            ＜ハウスみかん園芸団地＞ 
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２ 果樹の種類別の生産振興方向 

 
 

 
 

 

■ 現状と課題                                   
○ 令和元年産の栽培面積（結果樹面積）は 1,887ha、生産量は 40,950t で、産出額は果

実全体の約２分の 1 を占めるなど、本県果樹の柱となっています。しかしながら、栽培

面積は高齢化の進行や後継者不足等により減少傾向にあり、担い手確保の取組や高齢化

に対応した栽培技術の導入推進が必要となっています。 

○ 品質が安定せず、市場評価が低い極早生から、早生・普通や中晩柑等への転換が進み、

極早生が露地温州みかんの全体面積の約 4割まで減少しています。 

【令和元年産の比率】 極早生：早生：普通＝40：23：37 

○ 需給バランスの改善により、販売価格は以前に比べ高い値段で推移していますが、依

然として他産地に比べ販売価格は低い状況です。 

○ 糖度の高いみかんづくりに向けたマルチ栽培の取組が進められるとともに、適期マル

チ被覆や、雨水の流入を防ぐための株元や通路まで含めた全面マルチ被覆、気象条件に

応じたマルチ開閉による土壌水分調整などの適正なマルチ栽培の普及が必要となってい

ます。 

○ 土壌水分の管理等が的確に行え、高品質果実の生産が可能となる「巻き上げマルチ栽

培」「根域制限栽培」や、生産量・果実品質の安定化や省力化が可能となる「隔年交互

結実栽培」の取組が広がっています。 

○ 果樹試験場で、上野早生よりも樹勢が強くてマルチ栽培や根域制限栽培に適し、高品

質果実の生産が見込める新品種「佐賀果試９号」が開発されています。 

○ 糖度や外観など一定の基準を備えた県下統一ブランド「さが美人」が出荷され、高い

市場評価により、有利販売されています。 

○ 光センサー式選果機を利用した選果体制がほぼ確立しており、計画的な改植やマルチ

被覆時期等の生産管理に反映されています。 
 

■ 生産の振興方向                                 

「果樹産地構造改革計画」に基づく産地の構造改革を進め、「佐賀みかん」の一層の銘 

柄確立と生産農家の経営安定を図るため、次の取組を進めます。 
 

◎ 極早生から早生・普通や中晩柑等への改植の推進 

【目標】極早生：早生：普通：中晩柑＝22：22：30：26 

◎ 適正なマルチ栽培の推進及び、巻き上げ装置の導入推進 

◎ 「根域制限栽培」及び「隔年交互結実栽培」の導入による省力・高品質・安定生産 

化の推進 

◎ 「根域制限栽培」の水田への導入推進及び大規模団地の取組推進 

◎ 就農サポートや経営継承等による新規栽培者の確保・育成 

◎ わい性台木の導入による作業労力の軽減・高品質果実生産の推進 

◎ 光センサーデータや栽培履歴の分析による園地カルテの作成 

露地温州みかん 
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■ 現状と課題                                   

○ 唐津市を中心に栽培され、令和元年産の栽培面積（結果樹面積）は 123ha、生産量は

6,850t で、全国一の産地を形成しており、産出額は果実全体の約 3 分の 1 を占めるな

ど、県産果実のリーディング品目として重要な役割を果たしています。 

○ 重油等生産資材の価格高騰により全国では栽培面積が急激に減少しています。本県に

おいても減少傾向にあるものの、ヒートポンプや循環扇など省エネ機械・装置の導入や

老朽化したハウス施設の長寿命化対策等が進められ、その減少幅は小さく、全国でのシ

ェアは増加しています。 

○ 労力の分散化や収益確保を目的として、グリーンハウス栽培や「不知火」「せとか」

等のかんきつ類と組み合わせた栽培が行われています。 

○ 夏場の高温による着色不良の発生により、需要期の出荷量が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<ハウスみかん結実状況 >               <ヒートポンプ > 

 

■ 生産の振興方向                                 

収益性の高い経営を確立することにより、今後とも日本一の産地として維持・発展して

いくため、次の取組を進めます。 

 

◎ 需要時期に応じた加温と温度管理の徹底等による商品化率の向上 

◎ 多層被覆や循環扇など脱石油・省石油型機械・装置の導入促進や、ハウス施設の 

長寿命化等の取組による低コスト化の推進 

◎ 遊休施設の有効利用による栽培面積の維持・拡大 

◎ 露地みかんの「根域制限栽培」や施設中晩柑等との組合せによる経営の安定化 

◎ 高収量・高品質を実現する統合環境制御技術の確立 

◎ 細霧冷房装置やヒートポンプを活用した夏場の高温対策技術の確立

ハウスみかん 
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■ 現状と課題                                   

○ その他かんきつ類については、温州みかん等との組み合わせによる経営の安定・向上

を図るうえで重要な品目となっています。 

○ 特に中晩柑では、「不知火（「佐賀果試３４号」を含む）」を始め、「いよかん」「麗紅」

「清見」「ポンカン」「せとか」等の多くの品種が生産されています。 

○ 果樹試験場で食味良好で貯蔵性が良い中晩柑の新品種「にじゅうまる（佐賀果試３５

号）」が開発され、今後の県内への普及が始まっています。 

○ 西松浦地区や佐賀市大和地区を中心に、「きんかん」の施設栽培が行われています。 

○ 唐津市や佐城地区を中心に「レモン」、「ユズ」、「スダチ」のほか、県固有の「ゲンコ

ウ」などの香酸かんきつ類が生産されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<「にじゅうまる」（佐賀果試 35 号）栽培研修会>    <露地不知火の結実状況> 

 

■ 生産の振興方向                                 

産地の販売戦略に基づき、消費者ニーズの高い品種への転換を積極的に進めるとともに、

高品質なかんきつ類の生産拡大を図るため、次の取組を進めます。 

 

◎ 「にじゅうまる（佐賀果試３５号）」の生産振興 

◎ 土壌条件等に応じた品種の選定と「果樹産地構造改革計画」に基づいた優良品種へ

の転換 

◎ 苗木による改植や徹底した土づくり等による生産力の強化 

◎ 施設化の推進による安定生産の確保及び収量の向上 

◎ 脱石油・省石油型機械・装置の導入や、ハウス施設の長寿命化等の取組による低コ

スト化の推進 

◎ 加工品の開発などによる高付加価値化 

その他かんきつ類 
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<なしの低樹高ジョイント栽培> 

 
 
 

■ 現状と課題                                   

○ 伊万里市を中心に、西日本における主産地を形成し、令和元年産の栽培面積（結果樹

面積）は 185ha、生産量は 4,050t、産出額は果実全体の約７％となっています。 

○ 農家戸数が減少する中、規模拡大は進んでおらず、栽培面積が減少しています。 

○ 高品質果実の安定生産や早期出荷による経営安定のためのトンネル施設等が導入され、

全国一の施設化率を維持しています。 

○ 土壌分析や麦わらの活用等による土づくりが図られている一方、老木園の増加や発芽

不良などにより生産性が低下していることから、改植による園地の若返りや優良台木の

導入が必要になっています。 

○ 「幸水」が過半を占める中、一部で「あきづき」や「甘太」などの優良品種へ改植さ

れています。 

○ 省力化・早期成園化のため「ジョイント仕立て栽培」や「低樹高ジョイント仕立て栽

培」が導入されています。 

○ 伊万里地区では、優良園地の維持や新植・改植対策として、廃園予定園地の流動化に 

向けた取組が行われています。 

○ 伊万里地区では、光センサー式選果機を 

利用した選果体制が確立し、高品質果実生 

産への取組が図られています。 

○ 労力の分散化や収益確保を目的として、 

「ぶどう」や「もも」等と組み合わせた栽培 

も行われています。 

 

 

■ 生産の振興方向                                 

高品質なしの安定生産による一層の銘柄確立と、園地の若返りによる経営の安定化を図る

ため、次の取組を進めます。 

 

◎ 就農サポートや経営継承等による新規栽培者の確保・育成 

◎ 計画的な新植・改植と組み合わせた園地流動化の推進 

◎ 「ジョイント仕立て栽培」等の省力化技術の導入推進及び大規模団地の取組推進 

◎ 「果樹産地構造改革計画」に基づいた優良品種の導入推進 

◎ トンネル施設等の施設化の更なる推進による安定生産の確保及び作型分散に 

よる作業労力の軽減 

◎ 果樹棚などの長寿命化等の取組による低コスト化の推進 

なし 
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■ 現状と課題                                   

○ 伊万里市や杵島・藤津地区を中心に栽培されており、令和 2 年産の栽培面積（結果樹

面積）は 77ha、生産量は 506t となっています。 

○ 栽培面積は高齢化の進行や後継者不足等により減少傾向にあり、担い手確保の取組や

高齢化に対応した栽培技術の改善が課題となっています。 

○ 「巨峰」中心の品種構成となっており、夏場の高温障害により、「巨峰」で着色不良

が発生しています。 

○ 良食味であり皮が薄くそのまま食べられるとともに、果皮が緑色で夏場の高温による

着色不良が発生しない「シャインマスカット」の導入が進んでいます。 

○ 省力化・高品質果実生産を目的とした「根域制限栽培」が導入されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<「シャインマスカット」の結実状況>       <ぶどうの根域制限栽培> 

 

 

■ 生産の振興方向                                 

高品質ぶどうの安定生産による収益性の高い経営の確立と、園地の若返りによる経営の

安定化を図るため、次の取組を進めます。 

 

◎ 「果樹産地構造改革計画」に基づいた優良品種の導入による品種構成の見直し 

◎ 「シャインマスカット」等の優良品種の導入推進 

◎ 「根域制限栽培」等の省力・高品質・安定生産技術の導入推進 

ぶどう 
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■ 現状と課題                                   

○ 唐津市や藤津地区を中心に栽培されており、令和元年産の栽培面積（結果樹面積）は

50ha、生産量は 695t となっています。 

○ 春先の晩霜被害や夏季の干ばつ等により、収量や品質が安定しない年があります。 

○ ヘイワードでは、老木園における収量の伸び悩みが見られます。 

○ ニュージーランドなどのキウイフルーツ産出国で発生している Psa3 型のキウイフル

ーツかいよう病が平成 26 年度に佐賀県でも発生して以降、防除徹底と低感受性品種へ

の改植が進み、かいよう病の発生が抑えられつつあります。 

○ かいよう病の発生に伴い、授粉用の輸入花粉の安定確保が難しくなっています。 

 ○ 基盤整備事業を活用した、キウイフルーツの大規模な団地の整備が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<キウイフルーツ結実状況>           <キウイフルーツ団地> 

  

■ 生産の振興方向                                 

高品質キウイフルーツの安定生産と生産量の確保を図るため、次の取組を進めます。 

 

◎ キウイフルーツかいよう病の防除徹底と低感受性品種への改植推進 

◎ 授粉用花粉の産地内での生産体制の推進 

◎ 晩霜被害の回避や夏場の干ばつ被害軽減を目的とした潅水施設等の整備による 

収量向上と高品質果実の生産拡大 

◎ 収量確保のための新植・改植の取組と早期成園化の推進 

キウイフルーツ 
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■ 現状と課題                                   

○ 令和 2 年産の栽培面積（結果樹面積）について、「もも」は 19ha、生産量 155t、「す

もも」は 15ha、生産量 143t となっています。 

○ 高品質化や安定生産のための雨よけ栽培施設や果樹棚の導入、マルチ被覆資材の活用

が進んでいます。 

○ 佐城地区の「露地温州みかん」や伊万里地区の「なし」栽培において、労力分散によ

る経営の安定化・収益の確保を目的として、「もも」「すもも」が導入されています。 

○ 老木園の増加や樹勢低下による収量の伸び悩みが見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<ももの結実状況>           <すもも「貴陽」の結実状況> 

 

 

 

 

 

 

■ 生産の振興方向                                 

高品質果実の安定生産と生産量の確保を図るため、次の取組を進めます。 

 

◎ 優良品種の導入や雨よけ施設等の整備による収量向上と高品質果実の生産拡大 

◎ 収量確保のための新植・改植の取組推進 

もも・すもも 
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■ 現状と課題                                   

○ 「うめ」は伊万里市や古くからの産地である小城市を中心に栽培されており、令和 2

年産の栽培面積（結果樹面積）は 153ha、生産量は 811t となっています。生果での出荷

のほか、完熟梅の一次加工による高付加価値化の取組や、加工品づくりの取組が進んで

います。 

○ 「かき」は佐賀市や武雄市などで栽培されており、平成 26 年産の栽培面積（結果樹

面積）は 154ha、生産量は 750t となっています。樹上脱渋処理によるブランド化や「冷

蔵柿」による出荷期間の延長の取組の他、干し柿原料としての栽培が行われています。 

○ 「びわ」は多久市納所地区で限定的に栽培されており、令和 2 年産の栽培面積（結果

樹面積）は 23ha、生産量は 48t となっています。生産者の高齢化や後継者不足等により

新植や改植は進んでおらず、栽培面積は減少傾向にあります。 

○ 北部山間地域を中心とした「くり」や中山間地域の観光農園において栽培されている

「りんご」、水田地帯に低樹高で施設栽培されている「いちじく」など、地域の特色に

応じた品目が作付されています。 

○ 「ブルーベリー」については、目に良いなどの健康機能性が認知され、需要の高まり

とともに、北部山間地域を中心に少しずつ生産が増えています。 

○ 耕作放棄地の解消等を目的として、「ぎんなん」等が一部で作付されています。 

○ 「マンゴー」や「アボカド」、「ライチ」等の熱帯・亜熱帯性果樹の施設栽培が一部で

行われています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

<柿の樹上脱渋処理>              <うめの結実状況> 

 

■ 生産の振興方向                                 
 
 多様な果樹産地の育成を図るため、次の取組を進めます。 
 
◎ 消費者ニーズに即した新たな品種の導入検討 

◎ 優良品種の導入や栽培管理の徹底による品質や商品化率の向上 

◎ 高齢化や耕作放棄地の増加等に対応した品目の普及 

◎ 加工品開発や地産地消、直売所でのＰＲ等の取組推進 

その他果樹 
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（注） 

１．栽培面積については、農林水産省「耕地及び作付面積統計」の調査数値を記載。生産量

は農林水産省「耕地及び作付面積統計」の調査数値を記載。生産量のうち、その他かん

きつについては、農林水産省「果樹生産出荷統計」「耕地及び作付面積統計」の数値か

ら算出。 

２．平成 28 年度および令和元年度の温州みかんの栽培面積の内訳については、農林水産省

の統計データが無いことから、結果樹面積の比率から算出。 

３．その他かんきつの「その他」は、清見、不知火、いよかん、はっさく、ネーブルオレン

ジ、なつみかん。 

４．「その他果樹」は、びわ、くり、りんご。 

 

 

 

栽培面積と生産量の見通し 

栽培面積 生産量 栽培面積 生産量 栽培面積 生産量

（ha） （ｔ） （ha） （ｔ） （ha） （ｔ）

温州みかん 2,580 48,800 2,220 47,800 2,153 50,140

露地みかん 2,438 42,140 2,084 40,950 2,026 42,940

　うち極早生 1,090 15,000 842 15,500 602 11,400

　うち早生 534 11,740 480 10,750 602 12,540

　うち普通 814 15,400 762 14,700 822 19,000

ハウスみかん 142 6,660 136 6,850 127 7,200

649 9,150 － － 712 10,688

3,229 57,950 － － 2,865 60,828

255 4,050 199 4,050 208 4,000

193 880 － － 163 676

153 740 － － 130 630

96 660 － － 90 890

72 516 － － 78 1,320

24 160 － － 21 140

18 150 － － 15 126

165 240 － － 139 189

976 7,396 － － 844 7,971

4,205 65,346 － － 3,709 68,799計

なし

その他かんきつ

ぶどう

キウイフルーツ

もも

かんきつ計

うめ

かき

かんきつ以外の果樹計

すもも

その他果樹

令和元度実績 令和12年度目標平成28年度実績
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３ 地域の自然的・経済的条件に応じた果樹園経営の指標等 
 
 

果樹の種類 
(経営類型) 

経営・技術の要点 
経 営 
規 模 
（ａ） 

露地かんきつ専作 

【標準モデル】 

 

①土づくり等基本管理の徹底 
②温州みかん（極早生、早生、普通）と中晩柑の組み合わせ 
による労力分散 

③マルチ栽培、根域制限栽培の導入による高品質果実生産 

130 

露地かんきつ専作 

【発展モデル】 

 

①土づくり等基本管理の徹底 
②温州みかん（極早生、早生、普通）と中晩柑の組み合わせ 
による労力分散 

③マルチ栽培、根域制限栽培の導入による高品質果実生産 
④園内道の整備と機械化による省力化 
⑤優良園地の集積による経営規模拡大 

340 

施設かんきつ専作 

【標準モデル】 

（ハウスみかん 

＋ハウス不知火） 

①基本技術管理の徹底と土づくりによる収量の確保 
②ハウスみかんとハウス中晩柑の組み合わせによる労力分散 
③適切な省エネルギー対策による生産コスト削減 

50 

施設かんきつ専作 

【発展モデル】 

（ハウスみかん 

＋ハウス不知火） 

①基本技術管理の徹底と土づくりによる収量の確保 
②ハウスみかんとハウス中晩柑の組み合わせによる労力分散 
③需要期に応じた加温と温度管理の徹底 
④適切な省エネルギー対策による生産コスト削減 
⑤遊休ハウスの確保等による施設栽培面積の拡大 

110 

ハウスみかん専作 

【標準モデル】 

（ハウスみかん） 

①基本技術管理の徹底と土づくりによる収量の確保 
②加温時期の分散による労力分散 
③適切な省エネルギー対策による生産コスト削減 

45 

ハウスみかん専作 

【発展モデル】 

（ハウスみかん） 

①基本技術管理の徹底と土づくりによる収量の確保 
②加温時期の分散による労力分散 
③適切な省エネルギー対策による生産コスト削減 
④遊休ハウスの活用による栽培面積の拡大 
⑤収穫時期等の雇用労力の確保 

110 

施設かんきつ 

露地みかん複合 

【佐賀さいこうモデル】 

（ハウスみかん 

＋ハウス不知火 

    ＋露地みかん） 

①雇用労力の確保によるハウス栽培を中心とした大規模経営 
②基本技術管理の徹底と土づくりによる収量の確保 
③施設かんきつと露地みかんの組み合わせによる労力分散 
④需要期に応じた加温と温度管理の徹底 
⑤適切な省エネルギー対策による生産コスト削減 
⑥根域制限栽培、隔年交互結実栽培の導入による高品質果実の
生産 

680 

 

果樹園経営の指標（常緑果樹） 
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栽 培 
面 積 

（ａ） 

単 収 
(ｋｇ／10ａ) 

家 族 
労働力 

（人） 

労働時間(時間) 
粗収益 
(千円) 

経営費 
(千円) 

所得 
(千円) 

 
うち雇用 

(時間) 

みかん     115 
極早生      20 
早生     15 
早生根域   15 
普通     65 

露地不知火      15 

 
2,000 
2,200 
2,200 
2,500 
3,000 

2.0 3,365 - 10,305 4,627 5,678 

みかん     300 
極早生      60 
早生     50 
早生根域    50 
普通     70 
普通隔年交互 70 

露地不知火      40 

 
2,000 
2,200 
2,200 
2,500 
2,500 
3,000 

3.0 8,796 2,796 26,700 16,623 10,077 

ハウスみかん   35 
ハウス不知火   15 

5,000 
4,000 

2.0 2,747  - 21,400 15,826 5,574 

ハウスみかん   80 
ハウス不知火   30 

5,000 
4,000 

3.0 6,194  194 47,800 36,911 10,889 

ハウスみかん   45 5,000 2.0 3,150  - 22,500 17,035 5,465 

ハウスみかん  110 5,000 2.0 7,700  3,700 55,000 44,873 10,127 

ハウスみかん   250 
ハウス不知火  130 
みかん     200 
早生根域    100 
普通隔年交互 100 

露地不知火   100 

5,000 
4,000 

 
2,200 
2,500 
3,000 

3.0 27,390 21,390 187,900 147,063 40,837 
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果樹の種類 
(経営類型) 

経営・技術の要点 
経 営 
規 模 
（ａ） 

なし専作 

【標準モデル】 

（ハウス＋露地） 

①土づくり、樹勢維持等の基本管理技術の徹底 
②計画的な改植更新による安定生産 
③ハウス、トンネル、露地栽培の組み合わせによる労力分散 
 

93 

なし＋ぶどう 

【標準モデル】 

（ハウス＋露地） 

①土づくり、樹勢維持等の基本管理技術の徹底 
②計画的な改植更新による安定生産 
③ハウス、トンネル、露地栽培の組み合わせによる労力分散 
④シャインマスカット等の新品種導入 
 

100 

なし＋もも 

【標準モデル】 

（ハウスなし＋露地なし 

 ＋ハウスもも） 

①土づくり、樹勢維持等の基本管理技術の徹底 
②計画的な改植更新による安定生産 
③遊休ハウス等の活用によるハウスももの導入 

95 

なし＋もも 

【発展モデル】 

（ハウスなし＋露地なし 

 ＋ハウスもも） 

①土づくり、樹勢維持等の基本管理技術の徹底 
②計画的な改植更新による安定生産 
③ジョイント栽培等の省力化技術の導入 
④遊休ハウス等の活用によるハウスももの導入 
⑤雇用労力の確保等による経営規模の拡大 

220 

果樹園経営の指標（落葉果樹） 
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栽 培 
面 積 

（ａ） 

単 収 
(ｋｇ／10ａ) 

家 族 
労働力 

（人） 

労働時間(時間) 
粗収益 
(千円) 

経営費 
(千円) 

所得 
(千円) 

 
うち雇用 

(時間) 

ハウスなし     20 
トンネルなし   20 
露地なし       53 

2,500 
2,500 
2,500 

2.0 3,415 － 14,375 8,836 5,539 

ハウスなし     20 
トンネルなし   20 
露地なし       45 
トンネルぶどう  15 

2,500 
2,500 
2,500 
2,000 

2.0 3,747 － 15,775 10,243 5,532 

ハウスなし     20 
トンネルなし   20 
露地なし       45 
ハウスもも     10 

2,500 
2,500 
2,500 
3,000 

2.0 3,651 － 15,175 9,647 5,528 

ハウスなし     50 
トンネルなし   50 
露地なし       100 
ハウスもも     20 

2,500 
2,500 
2,500 
3,000 

3.0 8,432 2,032 35,475 25,145 10,330 
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【参 考】 

①栽培に適する自然的条件 

 
条 件   

対象果樹 
の品目・品種名 

気温条件 
低温要求 
時  間 

降水量 
条 件 その他 

平均気温 
冬 期 の 
最低極温 4/1～10/31 

温州みかん 
上野、ゆら、佐賀果試９
号、興津、宮川、大津４
号、青島、など 

15℃以上 
18℃以下 

－５℃以上 

   

その他 
かんきつ類 

清見、不知火、せとか、
佐賀果試34号、はるみ、
佐賀果試35号、津之輝、
南津海、麗紅など 

16℃以上   
12月から収穫前ま

でに－３℃以下に

ならないこと 

ﾆﾝﾎﾟｳｷﾝｶﾝ 
16.5℃以
上 

   
12月から収穫前ま

でに－１℃以下に

ならないこと 

な し 
幸水、豊水、新高、あき
づき、王秋、甘太など 

７℃以上  
800時間 
以上 

 
発芽期に降霜が少

ないこと 
ぶどう 

巨峰、ﾋﾟｵｰﾈ、ｸｲﾝﾆｰﾅ、ﾊ
ﾆｰﾋﾞｰﾅｽ、ｼｬｲﾝﾏｽｶｯﾄなど 

７℃以上  
500時間 
以上 

1,600ｍｍ 
以下 

う め 
白加賀、南高、古城、光
陽など 

７℃以上    
開花期から幼果期

に降霜が少ないこ

と 

キウイフルーツ ﾍｲﾜｰﾄﾞ、ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｷﾝｸﾞなど 12℃以上 －７℃以上   
発芽期に降霜が少

ないこと 

も も 日川白鳳など ９℃以上  
1,000時間 
以上 1,300ｍｍ 

以下 
発芽期に降霜が少

ないこと 
すもも 大石早生、ｿﾙﾀﾞﾑなど ７℃以上  

1,000時間 
以上 

か き 
刀根早生、富有、太秋な
ど 

13℃以上  
800時間 
以上 

 
甘柿については10
月の平均最高気温

が16℃以上 

び わ 茂木など 15℃以上 －３℃以上    

（注１）『冬季の最低極温』は、佐賀県の気象条件では問題とならないものについては空欄とした。 
（注２）『低温要求時間』とは、当該地域の気温が 7.2℃以下になる期間の延べ時間である。 
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②目標とすべき 10ａ当たりの生産量、労働時間及び機械の適正利用規模 

対象果樹の 
品目・品種名 

傾 斜 度 
成園10ａ 
当 た り 
生 産 量 

成園10a 
当 た り 
労働時間 

機 械 の 
適正利用 
規  模 

栽培法及び防除方式 

温州みかん 
上野、ゆら、佐賀果試
９号、興津、宮川、大
津４号、青島、など 

５度以下 

㎏ 
5,500 

時間 
578 

ha 
 
－ 

 

 
施設栽培：定置配管方式 

3,500 216 根域制限栽培 

８度以下 

2,400 216 

2.5 露地栽培：ＳＳ方式 

20度以下 － 
露地栽培 
：多目的スプリンクラー方式 

その他 
かんきつ類 

清見、不知火、せとか
、佐賀果試35号、津之
輝、南津海、麗紅など ５度以下 

4,500 337 
－ 施設栽培：定置配管方式 

ニンポウキンカン 3,000 600 

佐賀果試34号、はるみ
など 

８度以下 2,500 190 2.5 露地栽培：ＳＳ方式 

な し 
幸水、豊水、新高、 
あきづき、王秋、甘太 
など 

８度以下 

2,500 449 

1.0 

露地栽培：ＳＳ方式 

3,000 
449 トンネル栽培：ＳＳ方式 

449 施設栽培：ＳＳ方式 

ぶどう 
巨峰、ﾋﾟｵｰﾈ、ｸｲﾝﾆｰﾅ
、ﾊﾆｰﾋﾞｰﾅｽ、ｼｬｲﾝﾏｽｶｯ
ﾄなど 

５度以下 1,500 500 1.0 施設栽培：ＳＳ方式 

う め 
白加賀、南高、古城、
光陽など 

８度以下 1,000 115 1.0 露地栽培：ＳＳ方式 

キウイフルーツ ﾍｲﾜｰﾄﾞ、ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｷﾝｸﾞなど ８度以下 2,500 170 1.0 露地栽培：ＳＳ方式 

も も 日川白鳳など ８度以下 
2,500 210 

1.0 
露地栽培：ＳＳ方式 

2,400 258 施設栽培：ＳＳ方式 

すもも 
大石早生、ｿﾙﾀﾞﾑ、貴
陽など 

８度以下 
2,500 210 

1.0 
露地栽培：ＳＳ方式 

2,400 258 施設栽培：ＳＳ方式 

か き 
刀根早生、富有、太秋
など 

８度以下 2,000 145 1.0 露地栽培：ＳＳ方式 

び わ 茂木など 20度以下 1,000 340 － 露地栽培 

（注）ＳＳ＝スピードスプレイヤー（Ⅱ型）：吐出量 50～70 ㍑／分未満、風量 500～800 ㎡／分未満 
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③県内外各地域の気象観測地点における統計データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥栖 

佐賀 

川副 

白石 

伊万里

北山 
唐津 

嬉野 

観測地点の所在地 

観測地点 北緯 東経

年間 4/1～10/31 年間 4/1～10/31 年間 4/1～10/31

佐 賀 33度15.9分 130度18.3分 6 17.0 23.0 1,917 1,511 1,982 1,250

川 副 33度08.9分 130度18.1分 2 16.3 22.1 1,672 1,328

北 山 33度24.8分 130度13.2分 339 2,520 1,955

鳥 栖 33度23.1分 130度31.0分 25 2,247 1,763

白 石 33度11.0分 130度08.9分 2 16.2 22.1 1,767 1,388 1,893 1,197

唐 津 33度27.5分 129度57.3分 23 16.5 21.8 1,941 1,493 1,798 1,214

伊 万 里 33度16.0分 129度52.7分 25 16.0 21.5 2,188 1,659 1,781 1,143

嬉 野 33度07.0分 129度59.7分 81 15.4 21.1 2,259 1,746 1,837 1,164

※気象庁ＨＰの統計データを基に整理
※2000年（平成12年）～2019年（令和元年）の過去20年における統計データ
※「川副」は2003年（平成15年）～2019年（令和元年）の過去17年間における統計データ
※「北山」「鳥栖」「唐津」は2010年（平成22年）～2019年（令和元年）の過去10年間における統計データ

標高
（ｍ）

平均気温 降水量合計 日照量合計

（℃） （ｍｍ） （時間）
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４ 参考資料 
 

 

○ 「果樹産地構造改革計画」（産地計画）の実現に向けた取組 

 

 

○ 佐賀県の果樹農業の動き 

 

 

○ 国の果樹農業振興基本方針（令和 2年 4月公表） 

 

 

○ 果樹農業振興特別措置法、施行令、施行規則 
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「果樹産地構造改革計画」（産地計画）の実現に向けた取組 
 
県内の各産地で、生産者、農協、市町等の関係機関・団体で構成する「果樹産地協議会」が
組織され、消費者ニーズに応じた生産の推進や戦略的な生産・販売体制の構築といった果樹産
地の構造改革の実現に向けて、産地自ら「果樹産地構造改革計画」（産地計画）を策定され、
国、県、佐賀県園芸農業振興基金協会等の助成事業を積極的に活用するなどして、この計画の
実現に向けた取組が進められています。 

 

【果樹産地協議会の概要】 

産地協議会名 
（産地の範囲） 

構成機関 
協議会 
設立日 

主な推進品目 

佐城果樹産地構造改革
協議会 
（佐賀市、多久市、小
城市） 

佐賀県農業協同組合、市町、果樹
生産部会組織、農業委員会、農業
共済組合、県機関（佐賀中部農
林、佐城普及） 

平成 17 年 
7 月 14 日 

露地温州みかん、
ハウスみかん、そ
の他かんきつ、も
も、なし、ぶど
う、うめ、びわ等 

三神・佐賀地区果樹産
地構造改革協議会 
（佐賀市、神埼市、吉
野ヶ里町、鳥栖市、基
山町、上峰町、みやき
町） 

佐賀県農業協同組合、市町、果樹
生産部会組織、農業委員会、農業
共済組合、県機関（佐賀中部農
林、東部農林、佐城普及、三神普
及） 

平成 17 年 
10 月 20 日 

露地温州みかん、
その他かんきつ、
かき等 

唐津地域果樹産地構造
改革協議会 
（唐津市、玄海町） 

唐津農業協同組合、鏡果実農業協
同組合、市町、果樹生産部会組
織、農業委員会、農業共済組合、
県機関（唐津農林、東松浦普及）、
流通関係者 

平成 18 年 
7 月 13 日 

ハウスみかん、露
地温州みかん、そ
の他かんきつ、な
し、キウイフルー
ツ等 

伊万里地区果樹産地協
議会 
（伊万里市、有田町） 

伊万里市農業協同組合、市町、果
樹生産部会組織、農業委員会、農
業共済組合、流通関係者、県機関
（伊万里農林、西松浦普及） 

平成 17 年 
6 月 22 日 

なし、ぶどう、う
め、キウイフルー
ツ、かんきつ等 

ＪＡさが杵藤エリア果
樹産地協議会 
（武雄市、鹿島市、嬉
野市、大町町、江北
町、白石町、太良町） 

佐賀県農業協同組合、市町、果樹
生産部会組織、農業委員会、農業
共済組合、県機関（杵藤農林、杵
島普及、藤津普及） 

平成 17 年 
7 月 1 日 

露地温州みかん、
ハウスみかん、そ
の他かんきつ、ぶ
どう、キウイフル
ーツ、かき等 

太良町果樹産地協議会 
（太良町） 

太良町柑橘生産組合、市町、農業
委員会、農業共済組合、県機関
（杵藤農林、藤津普及） 

平成 25 年 3
月 8 日 

露地温州みかん、
その他かんきつ等 

佐賀県キウイフルーツ
産地協議会（伊万里
市） 

県機関（伊万里農林、西松浦普
及）、市町、果樹生産部会組織、農
業委員会、農業公社、株式会社ア
グリ 

平成 30 年 9
月 27 日 

キウイフルーツ 
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佐賀県の果樹農業の動き 

 

○佐賀県における品目別栽培面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・栽培面積は減少傾向にあり、特に佐賀県の主力品種である温州みかんについてはこの２０

年間で半減している。 

 

 

 

○佐賀県における品目別産出額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・近年、果実の販売価格が上昇傾向にあり、それに伴い果樹全般の産出額が増加している。 

・品目別では、特に露地みかんと中晩柑が増加している。 
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○佐賀県における品目別の結果樹面積および生産量の推移 

（露地温州みかんの結果樹面積および生産量の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・生産量は隔年結果による増減を繰り返しながら、減少している。しかし、平成 23年度以

降は表年と裏年の差が無くなっている。 

・極早生の面積は減少傾向にあるものの、依然として極早生比率が高い。 

 

 

（ハウスみかんの結果樹面積および生産量の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 17年度以降、重油価格高騰の影響により結果樹面積が減少している。特に、平成 20

年度の高騰により約 30ha 減少している。 
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（なしの結果樹面積および生産量の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・結果樹面積および生産量とも年々減少している。 

 

 

 

 

 

（ぶどうの結果樹面積および生産量の推移） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・結果樹面積および生産量とも年々減少している。 
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（キウイフルーツの結果樹面積および生産量の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ゼスプリゴールドの導入の影響により、平成 19 年度以降、結果樹面積および生産量とも

増加傾向にあったが、かいよう病の影響により減少傾向にある。 

 

 

 

 

○果樹の 1人当たり年間購入数量の推移（二人以上世帯・全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・果実購入量は年々減少しており、令和元年度の年間購入量は 24.2kg（1日あたり 66.3g）

と少ない。 
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○年齢別果樹農業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 27年における 60歳以上の佐賀県の果樹農業者割合は 72.8％で、年々、その割合は

増加している。 

・高齢化によるリタイアと後継者不足により、農業従事者数が大幅に減少している。 
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Integrated Pest Management:  IPM
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果樹農業振興特別措置法 
（昭和三十六年三月三十日法律第十五号） 
最終改正年月日: 平成二三年八月三〇日法律第一〇五号 
 第一章 総則（第一条） 
 第二章 果樹農業振興基本方針等（第二条―第二条の四） 
 第三章 果樹園経営計画（第三条―第四条の二） 
 第四章 果実の生産及び出荷の安定に関する措置（第四条の三―第五条） 
 第五章 雑則（第六条―第九条） 
 第六章 罰則（第十条） 
 附則 
 
第一章 総則 
 
（目的） 
第一条 
 この法律は、果実の需要の動向に即応して計画的に果樹農業の振興を図るための措置及びこれに関
連して合理的な果樹園経営の基盤を確立するための措置並びにこれらに併せて果実の生産及び出荷の
安定を図るための措置並びに果実の流通及び加工の合理化に資するための措置を定めることにより、
果樹農業の健全な発展に寄与することを目的とする。 
 
第二章 果樹農業振興基本方針等 
 
（果樹農業振興基本方針） 
第二条 
 農林水産大臣は、政令で定めるところにより、果樹農業の振興を図るための基本方針（以下「果樹
農業振興基本方針」という。）を定めなければならない。 
２ 果樹農業振興基本方針には、主要な種類の果樹として政令で定めるもの（以下「果樹」という。）
につき、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一  果樹農業の振興に関する基本的な事項  
二  果実の需要の長期見通しに即した栽培面積その他果実の生産の目標  
三  栽培に適する自然的条件に関する基準  
四  近代的な果樹園経営の基本的指標  
五  果実の流通及び加工の合理化に関する基本的な事項  
六  その他必要な事項 
３ 農林水産大臣は、果樹農業振興基本方針を定めようとするときは、食料・農業・農村政策審議会
の意見を聴かなければならない。 
４ 農林水産大臣は、果樹農業振興基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければなら
ない。 
（果樹農業振興基本方針の変更） 
第二条の二 
 農林水産大臣は、果実の需給事情、農業事情その他の経済事情の変動により必要があるときは、果
樹農業振興基本方針を変更するものとする。 
２ 前条第三項及び第四項の規定は、果樹農業振興基本方針の変更について準用する。 
（都道府県の果樹農業振興計画） 
第二条の三 
 都道府県知事は、果樹農業振興基本方針に即して、政令で定めるところにより、当該都道府県にお
ける果樹農業の振興を図るための計画（以下「果樹農業振興計画」という。）を定めることができる。 
２ 果樹農業振興計画には、当該都道府県における主要な種類の果樹につき、次に掲げる事項を定め
るものとする。 
一 栽培面積その他果実の生産の目標 
二 その区域の自然的経済的条件に応ずる近代的な果樹園経営の指標 
３ 果樹農業振興計画には、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を定めるよう努めるもの
とする。 
一 果樹農業の振興に関する方針  
二  土地改良その他生産基盤の整備に関する事項  
三  果実の集荷、貯蔵又は販売の共同化その他果実の流通の合理化に関する事項  
四  果実の加工の合理化に関する事項  
五  その他必要な事項 
４ 都道府県知事は、第二項の主要な種類の果樹のうちに、その果実につき、生産の安定的な拡大又
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は合理化を図り及び流通の合理化を推進することが特に必要であり、かつ、そのためには広域の濃密
生産団地を計画的に形成することが適当であると認められるものがあるときは、果樹農業振興計画に
おいて、当該種類の果樹についてのその広域の濃密生産団地の形成に関する方針を明らかにするとと
もに、その方針に即して同項各号及び前項各号に掲げる事項を定めるよう努めるものとする。 
５ 都道府県知事は、果樹農業振興計画を定めようとするときは、果樹農業に関し学識経験を有する
者の意見を聴かなければならない。 
６ 都道府県知事は、果樹農業振興計画を定めたときは、遅滞なく、これを農林水産大臣に提出する
とともに、その概要を公表しなければならない。 
（果樹農業振興計画の変更） 
第二条の四 
 前条第五項及び第六項の規定は、果樹農業振興計画の変更について準用する。 
 
第三章 果樹園経営計画 
 
（果樹園経営計画） 
第三条 
 第二条の三第六項の規定による提出があつた果樹農業振興計画に係る都道府県の区域内において果
樹を栽培しているか、又は栽培しようとする農業者は、政令で定めるところにより、果樹園経営計画
を作成し、これを都道府県知事に提出して、その果樹園経営計画が適当であるかどうかにつき認定を
求めることができる。 
２ 前項の果樹園経営計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 
一 農業経営の現状  
二  農業経営の改善目標  
三  前号の改善目標を達成するため採るべき措置に関する計画  
四  その他農林水産省令で定める事項 
（都道府県知事の認定） 
第四条 
 道府県知事は、前条第一項の認定を受けたい旨の請求があつた場合において、その果樹園経営計画
に係る事項が次の各号の要件のすべてをみたすときは、当該果樹園経営計画が適当である旨の認定を
するものとする。 
一 前条第二項第二号の改善目標が農林水産大臣の定める基準に適合すること。  
二  前条第二項第三号の措置に関する計画が合理的な果樹園経営の基盤の確立を図るために必要
かつ適当なものであること。  
三  前二号に規定するもののほか、当該果樹園経営計画が果樹農業振興計画の内容に照らし適当
と認められるものであること。  
四  当該果樹園経営計画に係る事項の達成される見込みが確実であること。 
（資金の貸付け） 
第四条の二 
 株式会社日本政策金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫は、果樹園経営計画につき前条の認定を受け
た者に対し、その申請に基づき、株式会社日本政策金融公庫法 （平成十九年法律第五十七号）又は
沖縄振興開発金融公庫法 （昭和四十七年法律第三十一号）の定めるところにより、当該認定に係る
果樹園経営計画を実施するために必要な資金の貸付けを行うものとする。 
 
第四章 果実の生産及び出荷の安定に関する措置 
 
（生産出荷安定指針） 
第四条の三 
 農林水産大臣は、特定果実（その需給が著しく均衡を失し、又は失するおそれがあり、かつ、その
状態を改善するために一年を超える相当の期間を必要とすると見込まれる果樹の果実であつて政令で
定めるものをいう。以下同じ。）について、かつ、その需要の動向及び生産の状況からみて需給が著
しく均衡を失すると見込まれる年について、特定果実の生産又は出荷を行う者及びこれらの者の組織
する団体（以下「特定果実生産者等」という。）、次条の規定により指定を受けた法人並びに同条第二
号に規定する法人に対する特定果実の安定的な生産及び出荷を図るための指針（以下「生産出荷安定
指針」という。）を定めるものとする。 
２ 生産出荷安定指針には、次に掲げる事項を定めるものとし、その内容は、果樹農業振興基本方針
の内容に即するものでなければならない。 
一  対象とする期間  
二  特定果実の安定的な生産及び出荷の目標  
三  前号の目標を達成するために必要な措置に関する基本的な事項 
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３ 農林水産大臣は、生産出荷安定指針を定めようとするときは、食料・農業・農村政策審議会の意
見を聴かなければならない。 
４ 農林水産大臣は、生産出荷安定指針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 
５ 前二項の規定は、生産出荷安定指針の変更について準用する。 
（法人の指定及び業務） 
第四条の四 
 農林水産大臣は、一般社団法人又は一般財団法人であつて、次に掲げる業務を適正かつ確実に実施
できると認められるものを、その申請により、全国に一を限つて、当該業務を全国的に実施する者と
して指定することができる。 
一 特定果実の安定的な生産及び出荷の促進並びに特定果実に係る果実製品（果実を加工し又はこ
れを原料として製造した製品をいう。以下同じ。）の保管に関する事業を行うこと。 
二 一般社団法人又は一般財団法人であつて、特定果実の安定的な生産及び出荷を促進すること、
果実製品の原料として使用する果実を安定的に供給する生産者に対し当該果実の価格が著しく低
落した場合に生産者補給金を交付することその他果実の生産及び出荷の安定に関する業務を都道
府県の区域内において行うもの（以下「都道府県法人」という。）に対し、助言、指導その他の
援助を行うこと。 

三 果実及び果実製品の需要の増進を図るための事業を行うこと。 
四 その他果実の生産及び出荷の安定に関する事業を行うこと。 
（業務実施規程の承認） 
第四条の五 
 前条の規定による指定を受けた法人（以下「指定法人」という。）は、同条第一号に掲げる業務を
実施しようとするときは、対象とする特定果実の種類、実施時期、実施方法その他農林水産省令で定
める事項を記載した業務実施規程を作成し、農林水産大臣の承認を受けなければならない。これを変
更しようとするときも、同様とする。 
２ 農林水産大臣は、前項の承認の申請に係る業務実施規程が生産出荷安定指針に適合すると認める
ときでなければ、同項の承認をしてはならない。 
（事業計画の承認等） 
第四条の六 
 指定法人は、毎事業年度開始前に（第四条の四の規定による指定を受けた日の属する事業年度にあ
つては、その指定を受けた後速やかに）、同条各号に掲げる業務に係る事業計画及び収支予算を作成
し、農林水産大臣の承認を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 
２ 指定法人は、毎事業年度経過後三月以内に、第四条の四各号に掲げる業務に係る事業報告書及び
収支決算書を作成し、農林水産大臣に提出しなければならない。 
（監督等） 
第四条の七 
 農林水産大臣は、第四条の四各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要があると
認めるときは、指定法人に対し、その業務に関し必要な報告をさせることができる。 
２ 農林水産大臣は、指定法人が第四条の四各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認
めるときは、指定法人に対し、その業務の方法の改善に関し必要な措置を採るべきことを命ずるこ
とができる。 
３ 農林水産大臣は、指定法人が前項の規定による命令に違反したときは、第四条の四の規定による
指定を取り消すことができる。 
（勧告） 
第四条の八 
 農林水産大臣又は都道府県知事は、第四条の三第四項の規定により生産出荷安定指針が公表されて
いる場合において、特定果実生産者等による特定果実の生産又は出荷が、指定法人が行う第四条の四
第一号に掲げる業務又は都道府県法人が行う特定果実の安定的な生産及び出荷の促進に関する業務の
円滑な実施に著しく支障を及ぼしていると認めるときは、当該特定果実生産者等に対し、当該業務の
実施に協力するよう必要な勧告をすることができる。 
（外国産の果実等に関する措置） 
第五条 
 政府は、外国産の果実又は果実製品の輸入によつて国内産の特定果実又は特定果実に係る果実製品
の価格が著しく低落し又は低落するおそれがあり、その結果、特定果実の生産又は出荷に重大な支障
を与え又は与えるおそれがある場合において、特定果実又は特定果実に係る果実製品につき、第四条
の三から前条までに規定する措置によつてはその事態を克服することが困難であると認められるとき
は、当該外国産の果実又は果実製品の輸入に関し必要な措置を講ずる等当該事態を克服するため相当
と認められる措置を講ずるものとする。 
 
第五章 雑則 
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（果実等の生産等の状況に関する情報の提供） 
第六条 
 国及び都道府県は、果樹農業の健全な発展並びに果実の流通及び加工の合理化に資するため、果実
及び果実製品の生産、集荷、貯蔵、販売等の状況を調査し、これらに関し必要な情報を提供するよう
に努めるものとする。 
（その他の援助措置） 
第七条 
 国及び都道府県は、前条に規定する措置のほか、果樹園経営計画の作成及びその達成のために必要
な助言及び指導、優良苗木の供給の円滑化のための援助、指定法人及び都道府県法人の業務の円滑な
実施のために必要な助言、指導その他の援助その他果樹農業の振興のために必要な援助を行うように
努めるものとする。 
（果樹農業振興基本方針等と果樹農業の振興に関する施策） 
第七条の二 
 国及び都道府県は、果樹農業の振興に関する施策を実施するに当たつては、国にあつては果樹農業
振興基本方針、都道府県にあつては果樹農業振興計画に即してしなければならない。 
（消費の拡大及び輸出の振興） 
第七条の三 
 国は、果樹農業の健全な発展に資するため、果実及び果実製品の消費の拡大及び輸出の振興に関し
必要な施策を積極的に行なうように努めるものとする。 
（報告の徴収） 
第八条 
 農林水産大臣又は都道府県知事は、この法律を施行するため必要があるときは、果実又は果実製品
の生産、集荷、貯蔵又は販売の事業を行なう者又はこれらの者の組織する法人から、これらの事業に
係る業務に関して、必要な報告を徴することができる。 
（権限の委任） 
第九条 
 この法律に規定する農林水産大臣の権限は、農林水産省令で定めるところにより、その一部を地方
農政局長に委任することができる。 
 
第六章 罰則 
 
第十条 
 第八条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、一万円以下の過料に処する。 
 
附則 抄 
 
 この法律は、公布の日から起算して六十日をこえない範囲内において政令で定める日から施行する。 
 
附則 （昭和三七年五月一一日法律第一二六号） 抄 
 
１ この法律は、公布の日から起算して九十日をこえない範囲内において政令で定める日から施行す
る。 
 
附則 （昭和三八年三月三〇日法律第三九号） 抄 
 
１ この法律は、昭和三十八年四月一日から施行する。 
 
附則 （昭和四一年七月一日法律第一〇四号） 
 
１ この法律は、公布の日から施行する。 
２ 改正後の第三条第一項及び第四条の規定は、昭和四十三年四月一日以後にされた果樹園経営計画
の認定の請求及び当該請求に係る認定について適用し、同日前にされた果樹園経営計画の認定の請
求及び当該請求に係る認定については、改正前の第三条第一項及び第四条の規定の例による。 
３ 昭和四十三年四月一日前にされた改正前の第三条第一項（前項の規定によりその例によることと
される場合を含む。）の規定による認定の請求に係る果樹園経営計画についてした認定は、改正後
の第四条の規定によりした認定とみなす。 
 
附則 （昭和四七年五月一三日法律第三一号） 抄 
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（施行期日） 
第一条 
 この法律は、公布の日から施行する。 
 
附則 （昭和五三年七月五日法律第八七号） 抄 
 
（施行期日） 
第一条 
 この法律は、公布の日から施行する。 
 
附則 （昭和六〇年四月二六日法律第二七号） 
 
 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 
 
附則 （平成九年六月二〇日法律第九六号） 抄 
 
（施行期日） 
第一条 
 この法律は、公布の日から起算して一月を経過した日から施行する。 
（罰則に関する経過措置） 
第十六条 
 この法律の施行前にした行為並びに附則第三条第一項及び第四条第一項の規定によりなお効力を有
することとされる場合並びに附則第五条、第六条、第七条第一項及び第八条第一項の規定によりなお
従前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用について
は、なお従前の例による。 
 
附則 （平成一一年七月一六日法律第一〇二号） 抄 
 
（施行期日） 
第一条 
 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。
ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の規定 
公布の日 
（職員の身分引継ぎ） 
第三条 
 この法律の施行の際現に従前の総理府、法務省、外務省、大蔵省、文部省、厚生省、農林水産省、
通商産業省、運輸省、郵政省、労働省、建設省又は自治省（以下この条において「従前の府省」とい
う。）の職員（国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条の審議会等の会長又は委員長
及び委員、中央防災会議の委員、日本工業標準調査会の会長及び委員並びに これらに類する者とし
て政令で定めるものを除く。）である者は、別に辞令を発せられない限り、同一の勤務条件をもって、
この法律の施行後の内閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産
省、経済産業省、国土交通省若しくは環境省（以下この条において「新府省」という。）又はこれに
置かれる部局若しくは機関のうち、この法律の施行の際現に当該職員が属する従前の府省又はこれに
置かれる部局若しくは機関の相当の新府省又はこれに置かれる部局若しくは機関として政令で定める
ものの相当の職員となるものとする。 
（別に定める経過措置） 
第三十条 
 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法
律で定める。 
 
附則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄 
 
（施行期日） 
第一条 
 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。 
 
附則 （平成一二年五月一九日法律第七七号） 抄 
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（施行期日） 
第一条 
 この法律は、公布の日から起算して二月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 
 
附則 （平成一三年四月一一日法律第二八号） 抄 
 
（施行期日） 
第一条 
 この法律は、公布の日から起算して二月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 
 
附則 （平成一八年六月二日法律第五〇号） 抄 
 
（施行期日） 
１ この法律は、一般社団・財団法人法の施行の日から施行する。 
（調整規定） 
２ 犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理の高度化に対処するための刑法等の一部を改正する法律
（平成十八年法律第   号）の施行の日が施行日後となる場合には、施行日から同法の施行の日
の前日までの間における組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（平成十一年法律
第百三十六号。次項において「組織的犯罪処罰法」という。）別表第六十二号の規定の適用につい
ては、同号中「中間法人法（平成十三年法律第四十九号）第百五十七条（理事等の特別背任）の罪」
とあるのは、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）第三百
三十四条（理事等の特別背任）の罪」とする。 
３ 前項に規定するもののほか、同項の場合において、犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理の高
度化に対処するための刑法等の一部を改正する法律の施行の日の前日までの間における組織的犯罪
処罰法の規定の適用については、第四百五十七条の規定によりなお従前の例によることとされてい
る場合における旧中間法人法第百五十七条（理事等の特別背任）の罪は、組織的犯罪処罰法別表第
六十二号に掲げる罪とみなす。 
 
附則 （平成一九年五月二五日法律第五八号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 
 この法律は、平成二十年十月一日から施行する。 
（罰則に関する経過措置） 
第八条 
 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
（政令への委任） 
第九条 
 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定
める。 
（調整規定） 
第十条 
 この法律及び株式会社商工組合中央金庫法（平成十九年法律第   号）、株式会社日本政策投資
銀行法（平成十九年法律第   号）又は地方公営企業等金融機構法（平成十九年法律第   号）
に同一の法律の規定についての改正規定がある場合において、当該改正規定が同一の日に施行される
ときは、当該法律の規定は、株式会社商工組合中央金庫法、株式会社日本政策投資銀行法又は地方公
営企業等金融機構法によってまず改正され、次いでこの法律によって改正されるものとする。 
 
附則 （平成二三年六月二四日法律第七四号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 
この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。  
 
附則 （平成二三年八月三〇日法律第一〇五号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 

76



 

 

この法律は、公布の日から施行する。 
 
（罰則に関する経過措置） 
第八十一条 
この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条において同じ。）の施
行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法律の
施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  
 
（政令への委任） 
第八十二条 
この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を
含む。）は、政令で定める。  
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果樹農業振興特別措置法施行令 
（昭和三十六年五月二十七日政令第百四十五号） 
最終改正年月日:平成一二年六月七日政令第三一〇号 
 
内閣は、果樹農業振興特別措置法（昭和三十六年法律第十五号）第二条第一項、第三条第一項第一
号及び第十三条の規定に基づき、この政令を制定する。 
 
（果樹農業振興基本方針） 
第一条 
 果樹農業振興特別措置法（以下「法」という。）第二条第一項の果樹農業振興基本方針は、おおむ
ね五年ごとに、農林水産大臣が定める目標年度までの期間につき定めるものとする。 
（果樹農業振興基本方針等の対象果樹） 
第二条 
 法第二条第二項の政令で定める果樹は、かんきつ類の果樹、りんご、ぶどう、なし、もも、おうと
う、びわ、かき、くり、うめ、すもも、キウイフルーツ及びパインアツプルとする。 
（都道府県の果樹農業振興計画） 
第三条 
 法第二条の三第一項の果樹農業振興計画は、第一条の目標年度までの期間につき定めるものとする。 
（果樹園経営計画） 
第四条 
 法第三条第一項の規定による果樹園経営計画の提出は、その作成者の住所地を管轄する市町村長を
経由してしなければならない。 
（特定果実） 
第五条 
 法第四条の三第一項の政令で定める果実は、うんしゆうみかんとする。 
 
附則 抄 
 
１ この政令は、法の施行の日（昭和三十六年五月二十八日）から施行する。 
 
附則 （昭和三八年一月一八日政令第一号） 抄 
 
１ この政令は、農林省設置法の一部を改正する法律（昭和三十八年法律第一号）の施行の日（昭和
三十八年一月二十日）から施行する。 
 
附則 （昭和四一年七月一日政令第二二五号） 
 
 この政令は、公布の日から施行する。 
 
附則 （昭和四三年六月一五日政令第一七三号） 抄 
 
１ この政令は、公布の日から施行する。 
 
附則 （昭和四七年五月二日政令第一五九号） 抄 
 
 この政令は、沖縄の復帰に伴う関係法令の改廃に関する法律の施行の日（昭和四十七年五月十五日）
から施行する。 
 
附則 （昭和四七年一一月三〇日政令第四〇八号） 抄 
 
１ この政令は、農林省設置法の一部を改正する法律（昭和四十七年法律第百二十七号）の施行の日
（昭和四十七年十二月六日）から施行する。 
 
附則 （昭和五三年七月五日政令第二八二号） 抄 
 
（施行期日） 
第一条 
 この政令は、公布の日から施行する。 
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附則 （昭和五三年八月一日政令第三〇六号） 
 
 この政令は、公布の日から施行する。 
 
附則 （昭和六〇年六月二八日政令第二〇八号） 
 
 この政令は、昭和六十年七月一日から施行する。 
 
附則 （平成七年一〇月三一日政令第三六五号） 抄 
 
（施行期日） 
第一条 
 この政令は、平成七年十一月一日から施行する。 
 
附則 （平成九年七月九日政令第二四一号） 
 
（施行期日） 
第一条 
 この政令は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の適用除外制度の整理等に関する法
律の施行の日（平成九年七月二十日）から施行する。 
（経過措置） 
第二条 
 この政令の施行の際現に存する真珠養殖調整組合及び真珠養殖調整組合連合会（清算中のものを含
む。）に関しては、第二条の規定による廃止前の真珠養殖等調整暫定措置法施行令及び第四条の規定
による改正前の組合等登記令（以下「旧登記令」という。）は、この政令の施行後も、なおその効力
を有する。 
第三条 
 この政令の施行の際現に存する漁業生産調整組合（清算中のものを含む。）に関しては、第三条の
規定による廃止前の漁業生産調整組合法施行令、旧登記令及び第六条の規定による改正前の農林水産
省組織令は、この政令の施行後も、なおその効力を有する。 
 
附則 （平成一二年六月七日政令第三一〇号） 抄 
 
（施行期日） 
第一条 
 この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年
一月六日）から施行する。ただし、次条の規定は、公布の日から施行する。 
（委員の任期に関する経過措置） 
第二条 
 この政令の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の委員である者の任期は、
当該委員の任期を定めたそれぞれの政令の規定にかかわらず、その日に満了する。 
一 獣医事審議会 
二 果樹農業振興審議会 
三 林政審議会 
四 農林漁業保険審査会 
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果樹農業振興特別措置法施行規則 
（昭和六十年六月二十八日農林水産省令第二十二号） 
最終改正年月日: 平成二三年八月三〇日農林水産省令第五一号 
 
果樹農業振興特別措置法（昭和三十六年法律第十五号）第四条の五第一項の規定に基づき、及び同
法を実施するため、果樹農業振興特別措置法施行規則（昭和三十六年農林省令第二十八号）の全部を
改正する省令を次のように定める。 
 
（指定法人の指定の申請） 
第一条 
 果樹農業振興特別措置法 （以下「法」という。）第四条の四 の規定により指定を受けようとする
法人は、次に掲げる事項を記載した申請書を農林水産大臣に提出しなければならない。 
一 名称及び住所並びに代表者の氏名 
二 事務所の所在地 
２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 
一 定款 
二 登記事項証明書 
三 役員の氏名、住所及び略歴を記載した書面 
四 指定の申請に関する意思の決定を証する書面 
五 法第四条の四各号に掲げる業務の実施に関する基本的な計画 
六 最近の事業年度における事業報告書、収支決算書及び財産目録その他の法第四条の四各号に掲
げる業務を適正かつ確実に実施できることを証する書面 

（変更の届出） 
第二条 
 法第四条の四の規定による指定を受けた法人は、その名称、住所、代表者又は事務所の所在地を変
更しようとするときは、あらかじめ、その旨を農林水産大臣に届け出なければならない。 
（業務実施規程の記載事項） 
第三条 
 法第四条の五第一項の農林水産省令で定める事項は、法第四条の四第一号に掲げる業務に必要な経
費に関する事項とする。 
（権限の委任） 
第四条 
 法第二条の三第六項 （法第二条の四 において準用する場合を含む。）及び第八条 の規定による農
林水産大臣の権限は、地方農政局長に委任する。ただし、同条 の規定による権限については、農林
水産大臣が自ら行うことを妨げない。  
 
附則 
 この省令は、果樹農業振興特別措置法の一部を改正する法律の施行の日（昭和六十年七月一日）か
ら施行する。 
 
附則 （平成一二年九月一日農林水産省令第八二号） 
（施行期日） 
第一条 
 この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年
一月六日）から施行する。ただし、次条の規定は、公布の日から施行する。 
 
附則 （平成一七年三月七日農林水産省令第一八号） 
 この省令は、不動産登記法の施行の日（平成十七年三月七日）から施行する。 
 
附則 （平成二〇年一一月二八日農林水産省令第七三号） 抄 
（施行期日） 
１ この省令は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の施行の日（平成二十年十二月一日）
から施行する。 
 
附則 （平成二三年八月三〇日農林水産省令第五一号） 
 この省令は、公布の日から施行する。 
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